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研究成果の概要（和文）：本研究では、主に近年リバイバルが起こっているスイス・チューリッヒ市における組
合所有住宅を対象に、7千件の組合所有住宅建物の地理情報の分析から、組合所有住宅開発の経年的・地理的な
特徴を明らかにした。また、240事例（2.7万戸：総数の66%）についての土地利用の変化、うち計画詳細につい
ての情報が得られた58事例（7.8千戸：総数の29%）についての計画コンセプト、複合機能の分析から、各住宅地
の計画傾向を明らかにした。最後に、近年の事例の中でも、特徴の異なる挑戦的な３事例を選定し、事業経緯・
従前土地利用、居住者属性、所有・融資、住棟・住戸デザイン、複合施設について事例分析を行った。

研究成果の概要（英文）：This research focused on cooperative housing developments in Zurich. First, 
we analyzed GIS data of locations of housing cooperatives to see the historical and geographical 
overview. Second, we surveyed changes of land use, design concepts and complexed functions to 
capture the trend of planning policies. Third, we conveyed case studies of three innovative cases 
seeing their histories, land use conversion, resident groups, tenure systems, loan and fund rising 
methods, building and unit designs and complexed functions.

研究分野： 建築計画、都市計画、都市住宅
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を通して、政府の支援のもと組合所有住宅開発がマスに行われているスイス・チューリッヒ市において、
非・限定営利目的の組合所有住宅供給が、個々の住宅地の建築・コミュニティの質を向上させ得る事実、および
それらが量的に都市へ展開されていく要件を明らかにすることができた。本論の成果は、戦後の住宅ストック更
新、特に老朽化した区分所有型の団地における建て替え時の住民の合意形成困難が大きな課題となっている我が
国において、住戸の完全な個人所有によるコントロール不可能な住宅地の在り方を見直し、持続的かつ全体的に
マネジメント可能な住宅地計画手法を議論する際に、世界の先進事例として十分に参照することができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 

 

様 式 Ｃ−１９、Ｆ−１９−１、Ｚ−１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

戦後、世界のあらゆる国々でマス・ハウジングによる画⼀的住宅の⼤量供給が⾏われた。そし
て建設から半世紀余りを経た今⽇、それら⼤量の住宅ストックの多くは更新の時期を迎えてい
る。UN-Habitat によれば、都市の⼟地利⽤の 70%以上は住宅である。都市を覆う住宅を、どう
更新していくのかという問題は、都市を持続的かつ創造的に発展させるために、最も重要な課題
である。 
 そして、その住宅更新プロセスにおいて、特に必要とされるのは、社会・経済的に脆弱な⼈々
を包摂するための住宅計画⼿法である。なぜならば、⽇本で⾔う団地に⾒るように、彼らは⼀つ
の集合的な居住者グループとして都市に散在し、都市の要素を⼤きく特徴づける存在である⼀
⽅で、他の社会層の住宅のようにマーケット主導で⾃動的にストックが更新されるわけではな
いからである。彼らを都市の更新から取り残さない、つまり、彼ら⾃らが、あるいはマーケット
でない何かが、社会的な新規住宅事業を⾃発的に⽴ち上げるための⼿法の提⽰が求められてい
る。 
 これに対し、海外の社会住宅に関しては、⽇本が⽬指すべきオルタナティブとして、公でも⺠
でもない⾮営利団体などの住宅供給者を「第三セクター」として認知し、あるいは代表的な住⺠
参加⼿法であるコーポラティブ住宅において⽇本では⾒られない組合所有形態を「第三の所有」
と呼び、英・⽶などの主要国におけるそれらの伝統的な仕組みの概略を把握してきた。しかし、
⼤抵は政策的な議論あるいは事例分析に⽌まり、個々のコミュニティや建築の質に加えて、それ
らの都市的展開性に関する議論まで⾄っていない。 
 そこで本研究では、これまで国内では⼤きく取り扱われてこなかった⻄欧都市における、近年
になり都市スケールでダイナミックに展開されている⾮・限定営利⽬的の集合住宅供給事例に
着⽬することとした。 
 
２．研究の⽬的 
 

本研究では、⻄欧の組合所有住宅供給および建築家企画型住宅供給の社会住宅先進事例にお
ける所有形態と計画プロセスの国際⽐較を通して、⾮・限定営利⽬的の社会住宅が都市的に展開
されるための、政策的・社会的・都市建築的要件を抽出することを⽬的とした。 
 
３．研究の⽅法 
 

まず、社会住宅や参加型住宅をめぐる様々な住宅計画形式の定義・概念の国際⽐較を⾏う。そ
して、近年顕著な発展を⾒せるスイス・チューリッヒにおける公共・⾮営利団体による
cooperative housing（組合所有住宅計画）、オーストラリア・メルボルンにおける⾮・限定営利
団体による Naightingale housing（建築家企画型プロセス参加住宅計画）を研究対象とし、それ
ぞれの都市的与件と各住宅地におけるプロセス・所有形態の国際⽐較を通して、質の⾼い⾮・限
定営利住宅が都市的に展開されるための、政策的・社会的・都市建築的要件の抽出を試みる。 
 
４．研究成果 
 
 本研究では、「⾮・限定営利⽬的の組合所有住宅供給や建築家企画型住宅供給は、①個々の住
宅地の建築・コミュニティの質を向上させ得るのか、そして②それらが量的に都市へ展開されて
いく要件は何か。」という２つの問いを設定し、下記のように(i)〜(iii)の３つの要素研究に分け
て、研究を進めた。 
 要素研究(i)は、問い①（建築・コミュニティの質）や問い②（都市的展開の要件）を明らかに
するための前提条件に関する研究であり、⾮・限定営利住宅供給や参加型社会住宅をめぐる様々
な住宅計画形式の国際⽐較を⾏い、それらの定義・概念の類似・差異の詳細を明らかにする。 



 

 

 要素研究(ii)は、問い②を議論するための基礎研究であり、⾮・限定営利住宅供給の都市的展
開を可能にする都市的与件を抽出する。具体的には、まず⽂献調査により政策的・社会的与件に
ついて整理し、次に⾮・限定営利住宅の⽴地特性を明らかにする。 
 要素研究(iii)は、問い①の答えを導くための住宅地の建築・コミュニティの質に関する研究で
あり、要素研究(ii)より抽出した事例の質的評価を⾏う。図⾯の分析と関係者へのヒアリング調
査を通して、コストを抑え住⺠間の共同活動を創出する共有スペースや住宅地の運営⼿法等の
分析を⾏う。 
 
本研究期間には、新型コロナウイルスが猛威をふるい、ほとんど全ての期間を通して海外渡航に
よる現地調査を⾏うことができなかった。そこで、要素研究(ii)、 (iii)に関しては、メルボルン
における⾮・限定営利団体による Naightingale housing（建築家企画型プロセス参加住宅計画）
については基礎情報の把握に⽌め、より多くの⽂献が⼊⼿可能であるチューリッヒにおける
cooperative housing（組合所有住宅計画）について重点的に調査を実施した。下記にその概略を
⽰す。（その他、下記の調査と並⾏して、直接的な経費の使⽤を伴わないかたちで、その他の国
での参加型社会住宅供給についても調査を⾏い、本研究での考察を⾏う際に参照した。） 
 
（要素研究(i)について） 

⽇英の関連⽂献における “cohousing”、“cooperative housing”、「コーポラティブ住宅」の定義
の⽐較を通して、各⽤語がもつ概念の類似・差異を明らかにした。国際機関や住宅百科辞典によ
れば、「cooperative housing」とは、⼀⼈⼀票の投票により⺠主的に運⽤される⾮営利の組合が
共同所有を⾏うテニュア・タイプであり、参加型計画プロセスに主眼を置く⽇本語の「コーポラ
ティブ住宅」とは定義が異なること、「コーポラティブ住宅」は「cohousing」に類似した概念で
あることが明らかとなった。 

 
（要素研究(ii)について） 
 まず、組合所有住宅の歴史、特徴、融資政策、都市計画制度や開発許可制度の概要を明らかに
した。次に、チューリッヒ市およびチューリッヒ州が提供する GIS オープンデータを⽤いて、
市内の総建物数 56,256 件のうちの 7,175 件(13%)の組合所有住宅建物の地理情報の分析から、
組合所有住宅開発の経年的・地理的な特徴を明らかにした。 

多数の⼩規模な住宅組合の活動、また 100 年以上続く⼟地提供や融資等の公的⽀援により、
チューリッヒ市内の組合所有住宅は総住⼾数の 20%を占めるまでに成⻑していること、さらに
近年は、住宅不⾜の状況下での組合所有住宅リバイバルが起こっており、住⺠投票によって組合
所有住宅を３割まで増加させる政策が実⾏されていることが明らかになった。また、他の住宅タ
イプと⽐較して、中所得者が多い、複数⼈世帯が多い、15%程度⾯積が⼩さいが 3 割ほど家賃が
安価、家賃だけでなく周辺環境に対する評価も⾼いという特徴が明らかとなった。 

供給変遷については、若者の社会運動や⼩規模組合の設⽴、再開発がテーマとなった 1980年
代を経て、1990年代終わりから 2000年代にかけて徐々に新築件数が増加し、住⺠投票後の 2010
年代には組合所有住宅の新築開発件数が総開発件数に占める割合は 15〜20%に、2018年にはお
およそ３割弱に上っていることが明らかになった。区（Kreis）別の組合所有住宅建物の開発状
況については、全体として南⻄と東北の周縁部での開発が多いこと、住宅開発が進む地区と⾔わ
れる Kreisにおいて 2010年代に多くの開発が起こっていることが明らかとなった。 

 
（要素研究(iii)について） 
 まず、個々の住宅地での計画⽅針についての全体的な傾向を明らかにするため、計画概略につ
いての⽂献情報が得られた 240 事例（27,231 ⼾：組合所有住宅住⼾総数の 66%に相当）につい
ての⼟地利⽤の変化、うち計画詳細についての情報が得られた 58 事例（7,834 ⼾：組合所有住
宅総⼾数の 29%に相当）についての計画コンセプト、複合機能の分析を⾏った。 

⼟地利⽤については、住宅等からの転⽤が最も多く半数以上を占め、2010年以降は 9割を超
えていることが明らかになった。また、公共空間や緑地空間の整備がテーマとなることが多く、
８割以上が住宅以外の機能を複合しており、特に児童福祉や教育施設、商業スペースが配置され
ることが多いことが明らかとなった。 



 

 

次に、近年の事例の中でも、挑戦的な事業実施のために新規に組合を⽴ち上げて⾏われたプロ
ジェクトで、特徴の異なる３事例を対象とした。具体的には、2000 年頃からの組合所有住宅ム
ーブメントの中でもさきがけのプロジェクトで、参加型設計を⾏った co-housing 事業として知
られ、組合所有と参加型計画の融合が特徴である KraftWerk1、公共交通施設との複合による低
未利⽤地の利活⽤と居住の⾼密化が特徴の Kalkbreite、通常のように⼀つの組合が⼀つもしくは
複数の住宅地を⺠間ベースで計画するのではなく、市が主導して複数の組合が⼀つの組合を結
成し⼤規模な住宅地を建設する、組合の組合（coop of coops）による⼤規模開発が特徴である
Mehr Als Whonenを選定した。上記の 3事例について、現地視察と関係者へのヒアリング調査
から、各事例の事業経緯・従前⼟地利⽤、居住者属性、所有・融資、住棟・住⼾デザイン、複合
施設について分析を⾏った。 
３事例に共通して、ソーシャルミックス（収⼊によって⾯積あたりの家賃は変わらない）のた

めの居住者選定、市の意向による幼保施設や商業スペースといった都市機能の複合、難⺠住宅等
の公的住宅の挿⼊、⼀般がホテルとしても利⽤可能なゲストハウスやコモンルームの整備によ
る 1 ⼈あたり部屋⾯積の削減等の⼯夫が⾒られた他、組合結成から建設までおよそ７年を要し
ていた。また、3事例中最新の２事例は、⼟地は市からの借地であり、部屋数に応じた最低居住
者数の規定、シェア交通の導⼊による附置義務を逸脱した駐⾞場の⾮整備といった⼯夫が⾒ら
れた。 

 
（まとめ） 

本研究においては、「⾮・限定営利⽬的の組合所有住宅供給は、①個々の住宅地の建築・コミ
ュニティの質を向上させ得るのか、そして②それらが量的に都市へ展開されていく要件は何か」
という問いを設定した。 

問い①について、要素研究(iii)での調査分析の結果、共有スペースの配置に伴う⼀⼈当たりの
占有⾯積削減による限られた都市⾯積の有効活⽤・都市の⾼密化や、⼤きな公共スペースや都市
施設の整備による街区や地区の居住環境改善、⾞の保有制限による公共交通の利⽤促進・ウォー
カブルな都市の形成、地域のソーシャルミックスの促進といった、公共と組合の協働により可能
となる各住宅地での計画やマネジメント⼿法が、都市全体の質の向上に繋がっているであろう
ということが考察できた。 

問い②については、要素研究(ii)より、現在総住⼾数の 20%を組合所有住宅が占めることから、
⺠間による⾮営利住宅建設が社会的な住宅供給に⼤きく貢献していること、さらに、組合所有住
宅の新築が総建物開発に占める割合は３割に上り、そのほとんどが住宅地等からの転⽤である
ことから、組合所有住宅開発は、国際的に課題となっている戦後の住宅ストック更新にも⼤きく
寄与しているだろうということが考察できた。その要件としては、要素研究(ii),(iii)より、⼟地
提供や融資等の積極的な公的⽀援、住宅不⾜の状況下での社会運動、住宅不⾜に対する市⺠の意
思を政策へ反映させる仕組み、都市的な利点を提供する個々の住宅開発⼿法の確⽴、といった事
項が抽出できた。 
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